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1 各種市況サマリー(2023年7月以降)

2023年7月以降の原油動向 

7月以降の原油相場は、供給逼迫観測を背景に下値が支えられた。

石油輸出国機構(OPEC)と非OPEC主要産油国で構成する｢OPEC｣プラ

スが協調減産を継続するなか、サウジアラビアは8月3日、7月に開始

した日量100万バレルの自主減産を9月末まで延長する方針を明らか

にした。これに追随するように、ロシアも9月の石油輸出を日量30万

バレル削減すると表明。翌4日に開催されたOPECプラスの合同閣僚監

視委員会(JMMC)では、協調減産の継続が再確認された。こうした産

油国の動きを受け、需給が逼迫するとの警戒感が一段と高まり、WTI

原油相場は8月11日に期近物の終値として7週連続高を記録した。9月

5日には、サウジアラビアとロシアは上記の自主減産を年末まで継続

すると表明。市場関係者の多くが10月末までの1カ月間の延長を想定

していただけに、相場への影響も小さくなかった。

①原油
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2 エネルギーアウトルック

2024年原油相場、夏場に高値も持続性なく反落へ

IMF WEO～回復ペースは遅く、地域間の成長格差拡大～

国際通貨基金(IMF)は10月10日、新たな世界経済見通し(WEO=World

economic outlook)を発表した。2023年の世界経済成長率を前回7月予

測から据え置き3.0%、2024年を0.1%下方修正し2.9%とした。歴史的

(2000～2019年)な平均である3.8%を大きく下回る見込みだ。

地域別では、先進国が2023年、2024年は変わらずの1.5%、1.4%と

する一方で、新興国・途上国は2023年が0.1%下方修正の4.0%、2024

年が0.6%上方修正の4.7％となった。ただ、低所得国では通貨安が経済

を圧迫し、半数以上の国が危機に瀕していると指摘している。

国別では、米国を上方修正し、2023年を1.8％から2.1%へ、2024年

を1.0％から1.5％へそれぞれ引き上げた。ユーロ圏については2023年を

0.9％から0.7%へ、2024年を1.5％から1.2％へそれぞれ引き下げた。新

興国の一角である中国についても、2023年を5.2％から5.0%へ、2024

年を4.5％から4.2％へそれぞれ下方修正した。これに対してインドは、

2023年を6.1％から6.3%へ引き上げ、2024年を6.3％で据え置いた。

出所：IMF10月世界経済見通し
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3 アジア各国の製油所稼働状況

韓国

台湾

シンガポール

Capacity 
SK Energy GS Caltex S-Oil Hyundai Total

1,115,000 b/d 800,000 b/d 580,000 b/d 520,000 b/d 3,015,000 b/d

Oct 31, 2023 83.4 % 85.0 % 99.1 % 88.5 % 87.7 %

930,000 b/d 680,000 b/d 575,000 b/d 460,000 b/d 2,645,000 b/d

Oct 24, 2023 90.2 % 85.0 % 99.1 % 88.5 % 90.2 %

1,006,000 b/d 680,000 b/d 575,000 b/d 460,000 b/d 2,721,000 b/d

Oct 17, 2023 90.2 % 85.0 % 99.1 % 88.5 % 90.2 %

1,006,000 b/d 680,000 b/d 575,000 b/d 460,000 b/d 2,721,000 b/d

Oct 10, 2023 90.2 % 85.0 % 99.1 % 88.5 % 90.2 %

1,006,000 b/d 680,000 b/d 575,000 b/d 460,000 b/d 2,721,000 b/d

Capacity 
CPC Formosa Total

550,000 b/d 540,000 b/d 1,090,000 b/d

Nov 02, 2023 63.6 % 83.3 % 73.4 %

350,000 b/d 450,000 b/d 800,000 b/d

Oct 26, 2023 63.6 % 87.0 % 75.2 %

350,000 b/d 470,000 b/d 820,000 b/d

Oct 19, 2023 63.6 % 90.7 % 77.1 %

350,000 b/d 490,000 b/d 840,000 b/d

Oct 12, 2023 63.6 % 90.7 % 77.1 %

350,000 b/d 490,000 b/d 840,000 b/d

Capacity

Shell ExxonMobil SRC Total

300,000 b/d 605,000 b/d 290,000 b/d 1,195,000 b/d

Jan 28, 1900 80.0 % 79.3 % 75.9 % 78.7 %

240,000 b/d 480,000 b/d 220,000 b/d 940,000 b/d

Jan 21, 1900 80.0 % 79.3 % 75.9 % 78.7 %

240,000 b/d 480,000 b/d 220,000 b/d 940,000 b/d

Jan 14, 1900 80.0 % 81.0 % 75.9 % 79.5 %

240,000 b/d 490,000 b/d 220,000 b/d 950,000 b/d

Jan 07, 1900 80.0 % 81.0 % 75.9 % 79.5 %

240,000 b/d 490,000 b/d 220,000 b/d 950,000 b/d
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4 各種貿易統計

①原油

原油国別輸入量･単価

出所：財務省貿易統計
2023年9月と2023年7-9月は速報値、2022年7-9月は確報値

国名 数量/kl 円/kl ドル/バレル 数量/kl 円/kl ドル/バレル 数量/kl 円/kl ドル/バレル

UAE 5,128,284 77,483 84.11 14,963,830 74,584 82.47 15,699,649 97,515 112.99

サウジアラビア 3,620,058 82,115 89.14 14,147,450 75,243 83.38 14,491,664 97,801 113.51

クウェート 978,391 82,560 89.62 2,934,158 75,652 83.64 2,937,019 96,338 112.04

カタール 710,014 79,656 86.47 1,719,392 74,819 82.54 3,256,423 97,595 113.08

米国 270,558 76,339 82.87 572,812 75,793 83.52 465,450 97,480 112.70

オマーン 201,361 81,794 89 518,562 77,072 85.09 473,128 95,923 111.70

エクアドル 112,300 76,551 83.10 553,629 70,189 77.91 720,928 91,645 106.67

豪州 110,371 79,000 86 247,405 80,392 88.69 42,283 132,525 155

ベトナム 64,584 84,903 92.16 216,755 81,546 90.29 164,623 100,267 117

ブルネイ 47,642 77,139 83.74 47,642 77,139 83.74

マレーシア 28,624 110,552 126

インドネシア 23,109 106,983 121.57

バーレーン 78,554 101,225 118

ロシア 220,772 97,487 114.28

メキシコ 84,352 97,798 114.32

合計 11,243,563 79,650 86.46 35,921,635 75,015 83.01 38,686,578 97,483 113.08

2023年9月 2023年7～9月 2022年7~9月
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①経産省・資源エネルギー統計

23年9月の資源エネルギー統計のうち、石油製品の生産・出荷・在

庫実数は以下のとおり。

燃料油全体の出荷量は前年比0.1%増の1,402万4,937kl。軽油や重

油を除き、出荷量が増加した。増加幅はガソリンが同7.4%増の405

万1,030kl、ナフサは同3.7%増の265万301kl、ジェット燃料が同

1.0％増加の113万4,585kl、灯油が15.2%増の79万9,977kl。灯油の

実需は減退していたが、冬場に向けた溜め込みで、出荷量が増加した

とみられる。軽油は同5.3%減の334万9,030kl、重油が同12.7％減の

204万14klとなった。

燃料油生産は1,181万8,794klと同1.3%減。月末在庫は565万

4,102klと同12.1%増加した。

出所:資源エネルギー庁

5 国内エネルギー事情

5-1 石油事業

23年8月 23年9月 前月比(%) 前年比(%) 23年8月 23年9月 前月比(%) 前年比(%) 23年8月 23年9月 前月比(%) 前年比(%)

ガソリン 4,155,896 3,712,631 -10.7 2.7 4,346,382 4,051,030 -6.8 7.4 776,938 783,039 0.8 0.9

自動車用ガソリン 451,788 3,706,320 -10.8 2.7 4,342,211 4,046,387 -6.8 7.4 767,948 772,255 0.6 0.6

(ハイオク) 451,788 419,805 -7.1 -9.2 484,018 420,019 -13.2 -7.8 114,346 128,636 12.5 -9.9

(レギュラー) 3,702,079 3,286,515 -11.2 4.4 3,858,193 3,626,368 -6.0 9.5 653,602 643,619 -1.5 3.0

(その他) 2,029 6,311 211.0 30.6 4,171 4,643 11.3 -23.2 8,990 10,784 20.0 34.6

ナフサ 1,151,559 996,484 -13.5 -6.0 3,033,432 2,650,301 -12.6 3.7 1,265,174 1,142,194 -9.7 4.8

(石化用ナフサ) 1,148,398 994,745 -13.4 -6.0 3,033,432 2,650,299 -12.6 3.7 1,263,824 1,140,537 -9.8 4.7

(その他用) 3,161 1,739 -45.0 -23.2 － 2 － － 1,350 1,657 22.7 53.1

ジェット燃料油 1,167,533 1,107,860 -5.1 7.1 1,080,191 1,134,585 5.0 1.0 601,645 583,394 -3.0 1.7

灯油 865,980 918,884 6.1 30.1 622,811 799,977 28.4 15.2 904,787 1,143,710 26.4 23.7

軽油 3,099,338 3,150,913 1.7 -3.7 2,949,263 3,349,030 13.6 -5.3 851,464 707,118 -17.0 10.3

重油 2,080,192 1,932,022 -7.1 -15.5 1,825,161 2,040,014 11.8 -12.7 1,405,996 1,294,647 -7.9 24.6

(A重油) 736,961 659,041 -10.6 -12.3 708,940 663,527 -6.4 -13.6 310,325 318,114 2.5 11.0

(BC重油) 1,343,231 1,272,981 -5.2 -17.1 1,116,221 1,376,487 23.3 -12.3 1,095,671 976,533 -10.9 29.7

燃料油計 12,520,498 11,818,794 -5.6 -1.3 13,857,240 14,024,937 1.2 0.1 5,806,004 5,654,102 -2.6 12.1

資源エネルギー統計
生産 出荷 月末在庫

粗ガソリン 粗灯油 粗軽油 粗重油 合計

23年8月 1,858,177 374,676 645,955 3,454,841 6,333,649

23年9月 1,969,777 318,779 872,220 3,741,246 6,902,022

単位:kl

半製品在庫
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(1)アラブ首長国連邦が取り組む水素プロジェクト

アラブ首長国連邦(UAE)は、世界有数の低炭素水素の供給源を目指

しており、国家水素戦略を策定している。 同国は、2031年までに年

間140万トンの水素生産を計画しており、その内訳は、年間100万ト

ンの再生可能エネルギーから製造されるグリーン水素と、年間40万

トンの天然ガスから製造されるブルー水素。UAEは、水素生産能力を

2040年までに年間750万トン、2050年までに年間1,500万トンに増

やすことを目指している。

現時点で水素製造拠点は、ルワイスとアブダビのKhalifa工業地帯 

(KIZAD) にあり、2050年までに合計5カ所の水素ハブを開発する予

定。UAEには、ブルー水素の製造用の天然ガスやグリーン水素の製造

用の太陽光発電など、低炭素水素を生成する天然資源がある。 国内

消費および輸出向けに水素を生産することを計画している。低炭素水

素の国内需要は、2031年までに年間 270万トンに達すると推定され

ている。

同国では、数多くの水素プロジェクトが開発されている。アブダビ

のクリーンエネルギー会社であるMasdarは、アブダビとアムステル

ダム間のグリーン水素サプライチェーンを開発するため、オランダの

4社と契約を締結した。

1、水素
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(1)日本と欧州に見る燃料アンモニアへの温度差

2 アンモニア

日本と欧米諸国では、燃料としてのアンモニアに対する期待感が大き

く異なっている。日本政府は、今後も電源として一定期間は石炭火力に

依存する方針を示し、二酸化炭素排出削減を目的とした混焼用のアンモ

ニアが欠かせないと位置付ける。将来を見据え、官民挙げてアンモニア

の燃焼実験に向けた準備が進んでいる。これに対し、既に石炭火力離れ

に舵を切っている欧州では、風力や太陽光などの再生可能エネルギーへ

の関心が高まる一方、燃料アンモニアを推進する声は大きくはないよう

だ。

昨年4月、気候問題に取り組むイギリスのシンクタンクE3Gが、アン

モニアの混焼および将来の専焼による発電技術の確立を目指す日本の方

針に疑問を呈するレポートを発表した。同年5月の主要7カ国(G7)首脳

会議(広島)を直前に控えた時期での公表だった。レポートでは、石炭と

の混焼では地球温暖化を食い止めることができず、政府による後押しを

含めて速やかに石炭火力から撤退するよう求めた。国内の関係者にも一

石を投じることになったようだ。

その後、G7の首脳会議後に政府がとりまとめた声明では、｢(GHGの)

排出削減対策が講じられていない新規の石炭火力発電所の建設終了に向

けて取り組んでいく｣といった文言を盛り込んだものの、石炭火力発電

所の廃止時期の明記に反対したとも伝えられ、G7の他のメンバーとの

立場の違いが明確になったと報じられた。

①発電燃料としてのアンモニア
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(1)バイオガス～下水汚泥のエネルギー活用～

バイオガスは、動植物由来の生物資源であるバイオマスを、微生物

によりメタン発酵させた可燃性のガスで、化石燃料のように枯渇する

資源ではなく、再生可能な非枯渇性の資源であるため再生可能エネル

ギーに分類される。バイオガスは主に、廃棄物系、未利用系および資

源作物系の3つに区別される。今回は、廃棄物系バイオマスのうち有効

活用が進む下水汚泥のエネルギー活用の現状について記述する。

下水汚泥

下水汚泥とは、下水処理の過程で発生する有機質が凝集した泥状の

固体。雨水の他、各家庭から出た汚水(台所、洗濯、風呂、トイレなど

の排水)、事業所から出た産業排水などの下水は、下水管をとおして下

水処理場へ送られ、それぞれ汚水処理され、浄化された水と、沈殿し

た下水汚泥とに分類される。

下水汚泥は従来、濃縮・脱水された後に埋立処分や焼却されること

が多かったものの、埋立地の確保が難しいことや、リサイクルへの機

運の高まりを受け、昨今ではエネルギー活用に加え、肥料や建設資材

などでの活用が急速に進んでいる。下水汚泥の中の固形物の約８割は

有機物で占められており、バイオガスや固形燃料等によるエネルギー

としての活用が進んでいる。

バイオマス分類 概要 種類

廃棄物系 廃棄物を活用するバイオガス
下水汚泥、家畜排せつ物、食品廃棄物、廃棄紙、

黒液（パルプ工場廃液）、し尿汚泥、建設発生木材、製材工場等残材

未利用系
従来は利活用されていなかったものを

資源として活用するバイオガス
稲わら、麦わら、もみがら、林地残材

資源作物系
バイオマス資源としての活用を目的に

生産されるバイオマスを活用したバイオガス

糖質資源（さとうきび等）、でんぷん資源（とうもろこし等）、

油脂資源（なたね等）、柳、ポプラ、スイッチグラス

出所：市場情報をもとにリム情報開発が作成

3、バイオ燃料
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(4)インタビュー

～福間眞澄・松江工業高等専門学校教授に聞く～

国産バイオマス資源を活用、木炭蓄電器とは

バイオマス資源を活用した蓄電器に密かに注目が集まっている。廃

木材などから作る木炭を原材料に使用する。国産の再生可能な資源を

活用できる。太陽光発電と組み合わせたオフグリッド電源として、電

気利用が難しいエリアでの小規模利用が進んでいる。木炭化技術の進

歩で原材料が多様化すれば、発展途上国の無電力地域での利用拡大が

期待できる。研究開発に取り組む福間眞澄・松江工業高等専門学校教

授に木炭蓄電器の仕組みや有用性を尋ねた。

福間 眞澄(ふくま ますみ)

1985年3月豊橋技術科学大学大学院研究科修

士課程修了。同年4月住友電気工業(株)入社。

1990年9月松江工業高等専門学校電気工学科

講師。1994年7月同助教授、2002年4月同教

授、現在に至る。博士(工学)。住友電気工業

(株)横浜研究所・通信研究部にて、光ファイ

バ、光ファイバケーブル、光部品に関する研

究に従事(1985～1992年)、松江工業高等専

門学校において、主として、電気絶縁材料の

空間電荷分布測定の研究に従事(1992年～現

在)、木綿や木炭を用いたEDLCの研究に従事

(2008年～現在)、電気学会会員。静電気学会

会員。

＜プロフィール＞
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5大石油メジャーの7～9月期決算は、すべて利益を計上した。原油

価格の上昇や精製マージンの拡大が収益に貢献した。

純利益

純利益（単位百万ドル）

エクソンモービル

純利益は90.7億ドルと前期の78.8億ドルから増加した。前年同期

の純利益は196.6億ドルだった。堅調な原油価格と良好な精製マージ

ンのおかげで、収益は前期を上回った。ただ、前年同期に比べ、石油

とガス価格が下落したため、収益は減少した。

シェル

純利益は70.4億ドルと前期の31.3億ドルや前年同期の67.4億ドル

より多かった。原油価格の上昇、精製マージンの拡大やLNG取引業績

の改善を受けた。

4、決算書からみる石油メジャーの動向
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5、脱炭素社会に向けた自動車産業の動向

①全固体電池の実用化はどこまで進んだか

1年前の22年11月号で全固体電池を取り上げた。電気自動車(BEV)

に搭載される動力源として最も用いられているリチウムイオン電池と

比べて、①安全性、②小型軽量、③大容量、④長寿命、⑤短時間で充

電可能、とメリットが大きい。世界的に見ても日本の自動車メーカー

を主導に開発と実用化に力を入れていることを記した。

10月12日、出光興産とトヨタは、BEV用の有力な次世代電池である

全固体電池の量産化に向けて、固体電解質の量産技術開発や生産性向

上、サプライチェーン構築に両社で取り組むことを決定、合意した。

共同会見の際、紀藤社長、佐藤社長は、早ければ2027年にBEVに搭載

して実用化したいと述べた。

また、10月25日から11月5日まで東京ビックサイトで開催された

ジャパンモビリティショーで日産が全固体電池のコンセプトカー

「ニッサン ハイパーフォース」を公開した。

BEVを実際にユーザー目線でみると、内燃機関車(ICE)に比べて車両

代が高価であるだけでなく、航続距離の短さ、充電時間の長さで、購

入をためらうことが普及の課題になっている。これを解消できる次世

代電池の本命と呼ばれる全固体電池は、BEVの電池としては、世界中

のどのメーカーでも量産に成功していない難易度の高い技術になる。

今号は全固体電池の実用化に向けたトヨタと出光興産の取り組み、

それを支援する政府の動向について触れる。
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6、中国のSAF産業関連政策

中国政府は2030年までのカーボンピークアウト、2060年までの実

質的なカーボンニュートラル達成目標を表明後、様々な関連政策を打

ち出した。政府の政策および補助金などのバックアップに向け、国有

企業のほか、民間や海外企業も様々な形で協業し始めている。中国国

内でも脱炭素社会に向けた温室効果ガス排出の削減は大きな課題だ。

国家発展改革委員会を含め4部門が10月25日、「石油精製業のグ

リーンで質の高い発展(注1)を促進する指導意見」を発表した。石油精

製業に対し、カーボンニュートラル実現に向けての行動計画、持続可

能な社会向けの4分野に17項目の方針を公表した。

1. 石油精製業の有効利用体制を強化および高度化を促進

2. エネルギー資源の高効率利用を促進

3. グリーンエネ利用促進・低炭素化の発展加速

4. 石油精製業の新技術革新を引き起こし、低炭素技術の研究を強化
注1 質の高い発展：包摂性、持続可能性、強靭性を兼ね備えた成長

2016～2023年バイオマス燃料関連政策一覧

時期 タイトル バイオマス関連の内容 発表機関

16年11月
第十三次5カ年国家戦

略新興産業発展計画
原料供給体制の整備し、バイオ燃料の研究開発を促す 国務院

16年12月
第十三次5カ年生物

産業発展計画

廃食油および非食用油資源を開発利用。エタノール、ブタ

ノール、油藻類、繊維素バイオマスの研究開発を進める
国家発展改革委員会

21年10月
2030年カーボンピーク

アウトアクションプラン

バイオ燃料、持続可能な航空燃料を推進し、輸送分野にお

けるグリーンエネルギー源の利用を積極的に推進拡大する
国務院

22年1月

グリーンエネと低炭素化のためメ

ガニズム、政策措置の改善に関す

る意見

石油・ガス導管ネットワークの公平公正に開放を推進する。

バイオ燃料エタノール、バイオディーゼルなどグリーンエ

ネルギーなどネットワークへの接続を推奨

国家発展改革委員会

国家能源局

23年10月
石油精製業のイノベーションを促

進の指導意見

積極的にバイオディーゼル燃料やバイオジェット燃料など

の研究開発を推進。

国家発展改革委員会

国家能源局、工業情報化部、

生態環境部

出所：中国政府が発表した一部資料を基にリム情報開発によるまとめ
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